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独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構
日本コークス工業株式会社

バブコック日立株式会社

第１回「無触媒石炭乾留ガス改質技術開発」
事後評価分科会

資料６

１．事業の位置付け・必要性
２．研究開発マネジメント
３．研究開発成果
４．実用化の見通し

４．プロジェクトの全体概要 （公開）

「無触媒石炭乾留ガス改質技術開発」
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３．研究開発成果

４．実用化・事業化の見通し

NEDO

プロジェクト
リーダー

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

(1)目標の達成度
(2)成果の意義
(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組
(4)成果の普及

(1)成果の実用化可能性
(2)事業化までのシナリオ
(3)波及効果

発表内容

(1)研究開発目標の妥当性
(2)研究開発計画の妥当性
(3)研究開発実施の事業体制の妥当性
(4)研究開発成果の実用化、事業化に向けた

マネジメントの妥当性
(5)情勢変化への対応等

(1) NEDOの事業としての妥当性
(2) 事業目的の妥当性
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３．研究開発成果

４．実用化・事業化の見通し

NEDO

プロジェクト
リーダー

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

(1)目標の達成度
(2)成果の意義
(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組
(4)成果の普及

(1)成果の実用化可能性
(2)事業化までのシナリオ
(3)波及効果

発表内容

(1)研究開発目標の妥当性
(2)研究開発計画の妥当性
(3)研究開発実施の事業体制の妥当性
(4)研究開発成果の実用化、事業化に向けた

マネジメントの妥当性
(5)情勢変化への対応等

(1) NEDOの事業としての妥当性
(2) 事業目的の妥当性
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１ ．事業の位置付け・必要性
（１）ＮＥＤＯの事業としての妥当性

エネルギーイノベーションプログラム

本プログラムは、5つの政策の柱ごとに長期の技術進展の方向性を示したもの。

（狙い）長期にわたって軸がぶれないよう、官民双方が方向性を共有する。

本技術開発は、政策名：「化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用」

の中の、「石炭クリーン利用技術」の一つの位置付け。

『化学原料等に利用可能な合成用ガスを石炭乾留ガスから無触媒で製造する

技術をパイロットプラントで確立する（Ｈ１８～２１年度）』との記述有り。

エネルギー技術戦略マップ

事業化を見据えた技術開発・導入シナリオに基づき、戦略分野への重点化を

図りつつ、他施策との一体的な取組強化を促すもの。

本技術開発は、エネルギー分野のうち「化石燃料の安定供給確保と有効かつ

クリーンな利用」に寄与する技術の一つとして位置付けられる。

詳しくは参考資料をご参照
事業原簿 Ⅰ．１．１ Ｐ１
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事業の目的

社会的背景

石炭資源の有効利用により、環境負荷の低減を図る必要性

コークス炉から発生するタール分を含む石炭乾留ガス（COG）

現状、その 顕 熱 が十分に活かしきれていない

地球温暖化対策は喫緊の世界的、国家的課題

ｺｰｸｽ炉における熱ﾊﾞﾗﾝｽ（例）
【出典】日ｴﾈ学会編、ｺｰｸｽ･ﾉｰﾄ(2004）

環境負荷の低減
ｴﾈﾙｷﾞｰの有効利用

COGの付加価値向上

有効利用

１．事業の位置付け・必要性
（１）ＮＥＤＯの事業としての妥当性

NEDOが関与することの必要性

社会的必要性は大きいが、研究開発の難易度と事業化実現のためのハードルは高い。
→ 民間の能力を活用しつつ、NEDO事業（交付金、ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ）のもと研究開発を行うべき事業。

事業原簿 Ⅰ．１．１ Ｐ１
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本事業の予算

＜共同研究＞

７．７億円 （計）

事業原簿 Ⅰ．１．２ Ｐ２

５．２億円 （NEDO負担分、２／３）

＋ ２．５億円 （民間負担分）

→ 投入予算と比べて十分な効果

波及効果

CO2削減により地球温暖化防止に貢献

省エネ効果 ：15 万kL/年（重油換算）

CO2削減効果：24 万ｔ-CO2/年

費用対効果

１ ．事業の位置付け・必要性
（１）ＮＥＤＯの事業としての妥当性

【前提条件】
・中国で実証終了後、普及するものと仮定。

（普及ﾍﾟｰｽ：3基/年）
・精製COG由来のﾒﾀﾉｰﾙ製造は、本技術に

順次取って変わる。
・ｺｰｸｽ工場規模：生産量100万t-ｺｰｸｽ/年

【試算根拠】
◆省エネ効果

5万kL/年・基×3基 （重油換算）
◆CO2削減効果

8万t-CO2/年・基×3基
（詳しくは、参考資料最終頁をご参照）
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無触媒石炭乾留ガス改質ＰＪとは？

○ 従来は、コークス炉から出たＣＯＧはガス中のタール分の析出等を防ぐため、
水により急冷。（タールは回収） → 顕熱は未利用＝ロス

○ 顕熱を有効に利用しつつ、ドライでガス化することで、ＣＯＧの有効利用や
付加価値の向上が期待できる。（世界初）

研究開発対象

事業原簿 Ⅰ．２．２ Ｐ４

１．事業の位置付け・必要性
（２）事業目的の妥当性

無人装炭車

ｺｯﾊﾟｰｽ式ｺｰｸｽ炉

１門あたりの装入量は31.5t
炉温1,230℃、約17時間で乾留
装入された石炭の約3/4がｺｰｸｽ
残り約1/4がｶﾞｽ精製工程を経て
COG、ﾀｰﾙ、軽油等の化成品
として回収、利用

高温COG

写真出典：日本ｺｰｸｽ工業(株)HP

精製(ｺｰﾙﾄﾞ)COG
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項 目
精製(ｺｰﾙﾄﾞ)COG改質

【従来技術】
高温COG改質
【本技術開発】

・原料ガス
・タール
・温度

精製COG
含まない

常温

高温COG
含む

600～800℃（顕熱利用）

・触媒
・反応温度

有
800℃～1,000℃

無
1,200℃以上

・改質ガス量（増幅比）
（H2及びCO）

約1.6～1.8倍 約2倍

・改質ガス組成
（合成ガスR値）

水素リッチ
R値 2.6～4.2

ﾒﾀﾉｰﾙ合成に適する
R値≒2

・新規性及び先進性
－

高温COGの顕熱利用
タール分のガス化

無触媒改質

・特徴 昇温のための投入熱量：有
触媒の保守・交換コスト：有

酸素が必要

・技術フェーズ 商用段階 パイロット段階
事業原簿 Ⅰ．２．２ Ｐ６

従来技術との比較

１．事業の位置付け・必要性
（２）事業目的の妥当性
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NEDO

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

発表内容

(1)研究開発目標の妥当性
(2)研究開発計画の妥当性
(3)研究開発実施の事業体制の妥当性
(4)研究開発成果の実用化、事業化に向けた

マネジメントの妥当性
(5)情勢変化への対応等

(1) NEDOの事業としての妥当性
(2) 事業目的の妥当性

３．研究開発成果

４．実用化・事業化の見通し

プロジェクト
リーダー

(1)目標の達成度
(2)成果の意義
(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組
(4)成果の普及

(1)成果の実用化可能性
(2)事業化までのシナリオ
(3)波及効果
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項 目 最終目標 目標設定の根拠

有効ガス増幅比★

２以上

理論上可能（カーボン転換率100％）なガス
増幅比は2.25。

実現可能なカーボン転換率として，90％を
想定(目標）とした場合のガス増幅比は

2.25×0.90＝2.025

冷ガス効率★

７８％以上

石炭ガス化プラントにおけるガス化炉性能
（効率）を表す指標として定義される値。
石炭ガス化の他プロジェクト（EAGLE及び
エコプロ）の目標値（78％）相当とし、基礎試
験やシミュレーション結果を基に、数値の妥
当性を判断した。

Ｒ値

≒２

メタノール合成用原料ガスとして最も理想的
な組成を示す指標であるＲ値２．０付近を目
標とした。

【メタノール合成における主反応】
CO+2H2→CH3OH
CO2+3H2→CH3OH+H2O

事業原簿Ⅱ．１ Ｐ７

その他に、
・実証機設計に必要な設計データの取得
・改質炉制御技術の確立
・運転手法及び保守点検技術の蓄積 を図ること等を目標とした。

＝Ａ／Ｂ

Ａ：改質ガス中のH2＋COの合計体積

Ｂ：高温COG中のH2＋COの合計体積

＝Ｃ／Ｄ×１００（％）

Ｃ：改質ガスの高位発熱量

Ｄ：COGの高位発熱量

＝Ｅ／Ｆ

Ｅ：改質ガス中のH2－CO2の体積

Ｆ：改質ガス中のCO＋CO2の体積

★ 基本計画で定めた目標、他はＰＪの自主目標

２．研究開発マネジメント
（１）研究開発目標の妥当性
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２．研究開発マネジメント
（２）研究開発計画の妥当性

研究開発の内容

H18年度
（2006）

H19年度
（2007）

H20年度
（2008）

H21年度
（2009）

研究開発費
（うちNEDO分）

１．実用化試験Ⅰ（実ｶﾞｽ試験）

１）試験装置設計

２）試験装置 製作・据付

３）試験運転・データ解析

447
（298）

２．実用化試験Ⅱ（ｼｽﾃﾑ検討試験）

１）試験装置設計

２）試験装置 製作・改造・据付

３）試験運転・ﾃﾞｰﾀ解析

259
（173）

３．まとめ及び実証機計画

１）試験結果まとめ

２）実証機計画

27
（18）

４．事業性評価（FS）
１）省ｴﾈ、CO2削減効果の検討

２）経済性評価、市場、ｻｲﾄ調査

41
（27）

研究開発費
（うちNEDO分）

88
（59）

300
（200）

237
（158）

149
（99）

774
（516）

項 目
年 度

事業原簿 Ⅱ．２．１ Ｐ８
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・中国サイト及び国内サイト調査

・稼働中コークス炉実ガス分析

２．研究開発マネジメント
（２）研究開発計画の妥当性

これまでの技術蓄積の活用

H13
(2001)

年 度
フェーズ

H14
(2002)

H15
(2003)

H16
(2004)

H17
(2005)

H18
(2006)

H19
(2007)

H20
(2008)

H21
(2009)

H22
(2010)

H23
(2011)

H24
(2012)

H25
(2013)

要素技術開発
METI 委託｢製鉄プロセスガス利用水素製造技術開発」

(実験室規模)

ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘｽﾀﾃﾞｨ
(調査+概念設計)

JCOAL自主事業
｢無触媒石炭乾留ガス改質技術の開発に関する調査」

NEDO調査事業 ｢無触媒石炭乾留ガス改質ガス技術を用いた
産業間連携によるクリーン燃料製造に関する調査」

実用化技術開発
(パイロット規模)

実機適用
(実証・商用規模)

(JCOAL，MMC，BHK及びIAE)

(MMC，BHK，IAE及びJCOAL)

本プロジェクト
(NCE，BHK)

NCE及びBHK：中国ｻｲﾄﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ活動

実証機適用

稼働中のｺｰｸｽ炉実ｶﾞｽによる無触媒改質試験

～1/1,000 scale
JRCM → IAE ラボ試験設備 ： COG処理量0.5～1.0Nm3/h

ﾊﾟｲﾛｯﾄ試験装置 ： COG処理量60～80Nm3/h

～1/10 scale

COG処理量1,800～3,000Nm3/h
1/2～1/1 scale
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研究開発実施者：公募により決定
事業期間：H18～21年度（4年間）

日本コークス工業(株)
（H21.4 三井鉱山(株)から社名変更）

共同研究（NEDO負担：2/3）

バブコック日立(株)

パイロット試験
（設備の据付、試験の全体管理、運転、

データ解析等）
実証機検討（ｻｲﾄ情報の提供、評価・検討）
事業性評価（ｻｲﾄ情報の提供、評価・検討）

(財)ｴﾈﾙｷﾞｰ総合工学研究所 九州大学
経済性検討
技術支援全般
（本技術のルーツを有する）

中国サイト調査
市場調査

改質反応に係る
数値シミュレーション

ＮＥＤＯ

共同実施
（H21年度）再委託 再委託

(財)石炭ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ

プロジェクトリーダー
（日本コークス工業(株)から選任）

技術開発委員会

事業原簿Ⅱ．２．２ Ｐ１０

２．研究開発マネジメント
（３）研究開発実施の事業体制の妥当性

研究開発の実施体制

パイロット試験
（設備設計・製作、運転、データ解析等）
実証機検討（ﾌﾟﾗﾝﾄ仕様検討、設計等）
事業性評価（経済性評価全般取り纏め）
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技術検討会（計51回実施）
プロジェクトリーダーを中心に、実施者間で計画と実施結果を
協議・確認する。

技術開発委員会（２回／年、計８回実施）
外部有識者で構成し、得られた助言をプロジェクト運営に反映

→ 例：ススの分析手法（粒径・粒度分布より、走査電子顕微鏡での表面性状の確認）

出席
氏 名 所属・役職

委員長 若林 勝彦 九州大学 名誉教授

委員 林 潤一郎 九州大学 先導物質研究所 先導素子材料部門 教授

土屋 活美 同志社大学 工学部 物質化学工学科・教授

上原 勝也
東洋エンジニアリング（株） 技術ビジネス本部

技術企画グループ 担当部長

植松 宏志 新日本製鐵（株） 製銑技術部 審議役

三木田 裕彦 岩谷産業（株） 総合エネルギー事業統括室 担当部長

所属・役職はH21/4時点

ＮＥＤＯ

必要に応じて
出席

事業原簿Ⅱ．２．３ Ｐ１１

２．研究開発マネジメント
（３）研究開発実施の事業体制の妥当性

研究開発の運営管理
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国内

海外
（中国）

2010 2015 2020 2030～
「技術戦略マップ2009」での本技術の位置付け

パイロット試験（本PJ）

中国国内での
マーケティング調査中

現地ｺｰｸｽﾒｰｶｰを選定

実証機の検討協力に
関するMOU （2009年）

実証機

設計
建設・
試運転 実証試験

国内市場へ展開

・老朽コークス炉のリプレイス需要
・液体クリーン燃料需要 等の取り込み

・ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの確立
・中国での知財化

本邦企業が不利にならない
体制構築が不可欠

現地当局による補助事業も視野

＜想定事業ｽｷｰﾑ＞

○ パイロット試験の成果を踏まえ、「コークス炉の新設」が相次ぐ、中国での早期の
実証・商用化を急ぐ。そのためのビジネスモデルの確立や知財化を平行実施中。

○ その後、国内市場（老朽コークス炉のリプレイス等）へ展開。

事業原簿Ⅱ．２．４ Ｐ１２

２．研究開発マネジメント
（４）研究開発成果の実用化、事業化に向けたマネジメントの妥当性

実用化、事業化への戦略

商用機

商用機

環境負荷の低減
ｴﾈﾙｷﾞｰの有効利用

COGの付加価値向上

＜PJの目的＞

の実現

更なる普及

▼
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成果の受取手である将来のユーザー層へのプレゼン（H21、中国ｺｰｸｽ協会）
により、本技術の認知・浸透を図った。

新規性のある

改質炉の構造

プラント制御

の2件を、国内で出願済み。

事業原簿Ⅱ．２．４ Ｐ１２

２．研究開発マネジメント
（４）研究開発成果の実用化、事業化に向けたマネジメントの妥当性

知財マネジメント

本技術のアイデア自体は、既に『公知』のもの

国内に先駆け、まずは中国での
実証・商用化を計画中

模倣防止のためにも“権利化”が必要
（２件出願済み）

【国内】 【中国】

成果の普及に向けて・・・・
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○ 当初は改質前後での「量」に係る目標のみであったのに加え、
「効率」に係る目標値を追加したもの（H20年度）

○ 小型基礎試験やシミュレーション結果を基に、数値の妥当性を判断した。

（１）『基本計画』に冷ガス効率を追加

【変更前】

・有効ガス増幅比≧２

【変更後】

・有効ガス増幅比≧２
・冷ガス効率≧ ７８％

（２）九州大学を体制に追加

○ スケールアップ（パイロット→実証規模）に向けた設計精度の向上を目的に
九州大学を新たに体制に追加した。（H21年度）

改質炉内での重質分（タールやBTX類）の反応機構の解明に
大きく寄与した。

事業原簿Ⅱ． ３ Ｐ１３

２．研究開発マネジメント
（５）情勢変化への対応等
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４．実用化・事業化の見通し

NEDO

プロジェクト
リーダー

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

(1)成果の実用化可能性
(2)事業化までのシナリオ
(3)波及効果

発表内容

(1)研究開発目標の妥当性
(2)研究開発計画の妥当性
(3)研究開発実施の事業体制の妥当性
(4)研究開発成果の実用化、事業化に向けた

マネジメントの妥当性
(5)情勢変化への対応等

(1) NEDOの事業としての妥当性
(2) 事業目的の妥当性

３．研究開発成果 (1)目標の達成度
(2)成果の意義
(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組
(4)成果の普及
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開発項目 実施内容 主な目的

１．実用化試験Ⅰ（実ガス試験）
１）小型炉試験

・ 実験室規模で無触媒COG改質技術の基礎的な検証

・ 1門ﾊﾟｲﾛｯﾄ試験条件，試験手順及びガス分析手法の検討 ①高温COG実

ガスによる改質

②開発目標達成

・有効ガス増幅比

2以上

・冷ガス効率

78％以上

・ガス組成比

R値≒2

２）１門パイロット試験 ・ コークス炉1門の実ガス1/10規模の試験装置により無触

媒COG改質反応特性を把握

・ 発生COG量安定期での最適運転条件の決定及び反応部

温度制御方法の検討

２．実用化試験Ⅱ
（システム検討試験）

１）３門パイロット試験

・ コークス炉3門の実ガス混合により組成変動する条件に

おける改質性能への影響を把握

・ 実証機設計用データの取得

・ 運転保守及び反応部温度制御技術の確立

２）改質反応の数値解析 ・タール，BTXを含んだガスの改質反応挙動の調査

３．まとめ及び実証機計画
１）試験結果まとめ
２）実証機計画

・実用化試験Ⅰ及びⅡの結果をまとめ、実証機計画及び事

業性評価に反映させる

・試験結果及び事業性評価に基づき実証機を計画する 実用化、事業化
を検討する４．事業性評価（FS)

１）省エネ,CO2削減効果
２）経済性,市場,サイト調査

・商用機をベースに本開発技術と従来技術で経済性、省エ

ネ、CO2削減効果について比較検討する

・事業化への展開として市場調査及びサイト調査を行う

３．研究開発成果

実用化試験 開発項目、内容、目的

事業原簿Ⅲ．１.１ Ｐ１４
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日本コークス工業㈱
北九州事業所

新日本製鐵㈱
八幡製鉄所

パイロット
試験装置
設置場所

北部九州 福岡県 北九州市 若松区響町

１炉団
２炉団

1A1B2A2B

試験装置設置場所（中間デッキ）

北九州事業所
コークス炉

３．研究開発成果

実用化試験 パイロット試験装置の設置場所

事業原簿Ⅲ．１.１ Ｐ１７
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実用化試験 パイロット試験装置の系統構成

実用化試験Ⅰ １門

３．研究開発成果

事業原簿Ⅲ．２.１ Ｐ１８

改質炉

酸素

TE

TE

冷却器

散水塔

ｻﾝﾌﾟﾙｶﾞｽ

冷却水

排水

冷却水

排水

M

サイクロンホッパ

ガスホルダ

改質ガス：40℃

吸引ブロワ

排気処理

M

ｻﾝﾌﾟﾙｶﾞｽ

炉内1200℃以上

炭化室

Ａ

92
窯

高温COG：600～700℃

ｻﾝﾌﾟﾙｶﾞｽ

TE

実用化試験Ⅱ ３門

Ａ
ダンパー

Ａ

91
窯

90
窯

COG合流管
高温COG取出管

2門増設１門
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実用化試験 パイロット試験装置の製作・据付

スライドダンパ

高温COG
取出管

改質炉

冷却器

散水塔

高温COG
導入管

製作中の改質炉（外径φ1200mm×長さ4050mm） コークス炉上に据付完了した1門高温COG取出管

コークス炉建屋中間デッキ専用架台に据付完了した試験装置 建屋壁面に据付完了した高温COG導入管

３．研究開発成果

９２門

事業原簿Ⅲ．２.１ Ｐ１８～１９
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９２門
９１門

９０門

実用化試験 3門に増設した高温COG取出管

ナイフゲート弁

スライドダンパ

流量調節弁

３．研究開発成果

事業原簿Ⅲ．２.２ Ｐ２８
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◎１門パイロット試験では，ガス量安定域で
基本改質特性を把握

①実用化試験Ⅰ １門パイロット試験結果

◎高温COG発生量安定期で性能目標ガス増幅比 2.0 以上
及びR値 2.0 付近を両方満足する最適運転条件を決定

◎高温COG組成は，装炭後時間とともに大きく変化する

装炭後の高温COG中BTX濃度変化実測値装炭後時間と1門高温COG流量の経時変化と試験実施時間帯

改質反応部温度とガス増幅比及びR値の関係

◎ガス量安定域では，改質ガス中の主要成分の
濃度変動は比較的安定している

改質ガス中の主要成分の濃度変化

ガス量変化モデル

1門の装炭完了時間 1門のコークス押出開始時間

３．研究開発成果 （１）目標の達成度

事業原簿Ⅲ．２.１ Ｐ２０～２６
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②実用化試験Ⅱ ３門パイロット試験条件：数門混合時の高温COG流量及び組成の特徴

1門，3門及び5門の

装炭後の高温COG

発生量変化の比較

装炭後の1門単独の

高温COG中主要

成分の濃度変化

3 門混合時の高温

COG中主要 成分

濃度の経時変化

◎高温COGの組成及び流量は各門の装炭とコークス押出により周期的に変動する

1門 の流量変動幅：80％

3門 の流量変動幅：50％

5門 の流量変動幅：30％

実機の最低処理単位

1門 のﾒﾀﾝ変動幅：90％

3門 のﾒﾀﾝ変動幅：50％

(5門 のﾒﾀﾝ変動幅：25％)

1門パイロット試験実施範囲

3 門パイロット試験実施範囲1門の装炭完了時間 1門のコークス押出開始時間

3 門中１門がコークス押出・装炭時間帯

１門がコークス押出・装炭時間帯

３．研究開発成果 （１）目標の達成度

事業原簿Ⅲ．２.２ Ｐ２９
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②実用化試験Ⅱ ３門パイロット試験結果 ： 改質前後の主要ガス成分濃度の変化

◎高温COGの組成変動は大きいが，改質ガスの組成は安定

高温COG中主要成分

濃度の時間変化

高温COG中のBTX

濃度の時間変化

高温COG中主要成分

濃度の時間変化

改質後

改質前

３．研究開発成果 （１）目標の達成度

事業原簿Ⅲ．２.２ Ｐ３２～３３
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②実用化試験Ⅱ ３門パイロット試験結果：ガス増幅比及びR値の評価

30時間連続改質試験

の増幅比とR値の変化

◎高温COGの組成変動によりガス増幅比とR値は周期的に変化するが，平均的には２．０を満足する

目標値

◎高温COG処理量が改質炉の設計流量以下の
領域では増幅比 2.0以上の性能を満足する

目標値

高温COG流量とガス増幅比の関係

改質炉内流量設計範囲

高温COG中メタン濃度とガス増幅比・R値の関係

目標値

◎高温COG中メタン濃度が２５％以上の領域では
増幅比 2.0以上の性能を満足する（R値は2未満）

３．研究開発成果 （１）目標の達成度

事業原簿Ⅲ．２.２ Ｐ３３
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区分 効率
冷ガス

(％)

COG

改質ｶﾞｽ

(Nm3/h)

流量No.

①

②

③

④

COG

改質ｶﾞｽ

COG

改質ｶﾞｽ

COG

改質ｶﾞｽ

59.1

95.4

45.6

57.7

74.1

85.8

57.9

91.9

ガス
増幅
比 (－)

－

2.18

－

1.59

－

1.39

－

2.05

R値
(－)

－

1.85

－

2.07

－

2.88

－

2.05

総C
当量
(mol)

1370

1518

907

818

1133

1071

1436

1405

偏差
(％)

－

5.1

－

5.1

－

2.8

－

1.1

総発熱
量HHV

(MJ)

1417

1157

990

664

1472

1029

1269

1105

－

81.7

－

67.2

－

71.3

－

87.0
①：Run09-13-4-8 ②：Run09-13-9-36 ③：Run09-15-3-46 ④Run09-17-5-30

◎改質前後の総カーボン当量偏差は小さく，カーボンバランスはとれており，
結果は妥当である。冷ガス効率は平均で77％で実機換算79％相当を満足。

②実用化試験Ⅱ ３門パイロット試験結果：カーボンバランスと冷ガス効率評価

３．研究開発成果 （１）目標の達成度

事業原簿Ⅲ．２.２ Ｐ３６
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*凡例 ◎：目標以上の成果、○：目標通りの成果

３．研究開発成果 （１）目標の達成度

実用化試験での目標達成まとめ

開発項目 開発目標 達成状況 達成度

・有効ガス増幅比（改質性能）

２ 以上

平均値 ２．１

高温COGガス組成変動があっても，改
質ガスはほぼ安定。有効ガス増幅比は
２付近，平均２以上であった。

◎

・冷ガス効率（改質性能）

７８ ％以上

平均値 ７９％
試験結果は平均で７７％，実機換算値で
７９％相当を満足。 ◎

・R値（改質性能）

≒ ２

平均値 １．９５

高温COGガス組成変動があっても，改
質ガスはほぼ安定。ガス組成比R値は
平均して２付近であった。

○

・改質炉運転制御技術 技術確立 ３門，３０時間連続試験でコークス炉操
業との連携運転制御法を確立。

◎

・改質反応詳細数値解析技術 技術確立 改質反応詳細数値解析技術を確立し，
改質炉内の反応領域と挙動を把握。

○

・実証機設計用データ取得
データ取得

実証機設計に必要なユーテリティ量，
改質ガス中不純物量を把握。タール等
付着特性，抑制法及び除去法を把握。

◎

＊凡例 ◎：目標以上の成果、○：目標通りの成果

＝Ａ／Ｂ

Ａ：改質ガス中のH2＋COの合計体積

Ｂ：高温COG中のH2＋COの合計体積

＝Ｃ／Ｄ×１００（％）

Ｃ：改質ガスの高位発熱量

Ｄ：COGの高位発熱量

＝Ｅ／Ｆ

Ｅ：改質ガス中のH2－CO2の体積

Ｆ：改質ガス中のCO＋CO2の体積

事業原簿Ⅲ．１ Ｐ１４
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工業的に優れた改質方法
操業中のコークス炉複数門から発生し変動する組成である高温COGから理想的な
合成ガスを安定した組成で効率よく製造可能なことを検証し，大きく実用性が向上
した。本技術は工業的に優れており，普及発展が見込める改質方法である。

経済性が高く，環境に優しい改質方法
従来技術と比較して，経済性が高く，省エネ及びCO2削減効果が大きいことを確認
した。国際的な環境負荷低減及びエネルギーの有効利用に貢献する技術である。

液体クリーン燃料の製造
世界で初めて、操業中のコークス炉から取出した高温COGを，その顕熱を有効利
用して無触媒改質し，メタノールやDMEなどの液体クリーン燃料に転換可能な原料
用ガスを効率よく製造できることを実証した。中国調査では，導入に興味を示す
コークス企業が複数あり，エネルギー需要の伸びる地域での活用が期待される。

３．研究開発成果 （2）成果の意義

効率の高い改質ガス製造法
タール分，BTXを含めた炭化水素をほぼ90％以上改質可能であり，有効ガス増幅
比が2.0倍以上，並びに，ガス組成が最適な組成(R値が2.0付近)とするという二つ
の目標性能を達成した。高い技術力を証明し，かつ，重質炭化水素資源の利用も
活用が期待できる。

事業原簿Ⅲ．２.５ Ｐ５８
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H18 H19 H20 H21 H22 合計

特

許

国内 - - - ２件 - ２件

４件
海外 - - - -

２件
（中国）

２件

研
究
発
表

国内 １件 １件 １件 ５件 １件 ９件

１５件海外 - - -
１件

（中国）
２件

（米国）
３件

展示会等出展 １件 - - ２件 - ３件

・中国でのビジネス展開を見据えた知財権の確実な確保。
・成果の受取手である将来のユーザー層へのプレゼンにより、本技術の

認知・浸透を図った。（H21、中国ｺｰｸｽ協会他）

○ 特許出願：４件、対外発表：１５件
パイロット試験結果を取り纏めた最終年度（H21）に特許・発表が急増。

○ 将来のビジネス展開を見据え、有望市場と目される中国でも出願（2件）。

３．研究開発成果 （3）知的財産権等の取得及び標準化の取組

（4）成果の普及

事業期間

事業原簿Ⅲ．２.５ Ｐ５９
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３．研究開発成果

４．実用化・事業化の見通し

NEDO

プロジェクト
リーダー

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

(1)目標の達成度
(2)成果の意義
(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組
(4)成果の普及

(1)成果の実用化可能性
(2)事業化までのシナリオ
(3)波及効果

発表内容

(1)研究開発目標の妥当性
(2)研究開発計画の妥当性
(3)研究開発実施の事業体制の妥当性
(4)研究開発成果の実用化、事業化に向けた

マネジメントの妥当性
(5)情勢変化への対応等

(1) NEDOの事業としての妥当性
(2) 事業目的の妥当性
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開発項目 実施内容 主な目的

１．実用化試験Ⅰ（実ガス試験）
１）小型炉試験

・ 実験室規模で無触媒COG改質技術の基礎的な検証

・ 1門ﾊﾟｲﾛｯﾄ試験条件，試験手順及びガス分析手法の検討 ①高温COG実

ガスによる改質

②開発目標達成

・有効ガス増幅比

2以上

・冷ガス効率

78％以上

・ガス組成比

R値≒2

２）１門パイロット試験 ・ コークス炉1門の実ガス1/10規模の試験装置により無触

媒COG改質反応特性を把握

・ 発生COG量安定期での最適運転条件の決定及び反応部

温度制御方法の検討

２．実用化試験Ⅱ
（システム検討試験）

１）３門パイロット試験

・ コークス炉3門の実ガス混合により組成変動する条件に

おける改質性能への影響を把握

・ 実証機設計用データの取得

・ 運転保守及び反応部温度制御技術の確立

２）改質反応の数値解析 ・タール，BTXを含んだガスの改質反応挙動の調査

３．まとめ及び実証機計画
１）試験結果まとめ
２）実証機計画

・実用化試験Ⅰ及びⅡの結果をまとめ、実証機計画及び事

業性評価に反映させる

・試験結果及び事業性評価に基づき実証機を計画する 実用化、事業化
を検討する４．事業性評価（FS)

１）省エネ,CO2削減効果
２）経済性,市場,サイト調査

・商用機をベースに本開発技術と従来技術で経済性、省エ

ネ、CO2削減効果について比較検討する

・事業化への展開として市場調査及びサイト調査を行う

実証機計画及び事業性評価 開発項目、内容、目的

４．実用化、事業化の見通し

事業原簿Ⅳ．１． 1.1～1.4 Ｐ６０～６３
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項 目 内 容

実証機計画策定
・国内サイト（5門）
・中国サイト（3門）

・パイロット試験のデータを基に実証機の基本仕様を決定し、
具体的な系統及び機器設計を行った。

・国内外のモデルサイトでの適用見通しが得られた。
・実用化への課題及び対策の確認項目も摘出した。

項 目 内 容

市場調査，サイト調査
・計6回訪中調査実施

・H18～19年 中国コークス業界の動向調査
・H20～21年 中国での実証機試験の可能性調査

実証機の計画策定 及び 中国での事業性評価

４．実用化、事業化の見通し （１）成果の実用化可能性

○ 実証機の計画策定

○ 中国での事業性評価

本技術の有望な普及地域
・原料炭の主産地である山西省、河北省、山東省。
・特にメタノール添加ガソリンが普及している山西省。

実証試験の可能性
・山西省の複数のコークス企業が実証試験に興味を示した。
・メタノール製造の共同実証試験に参画意向を持つ、設計企業もあった。

○ まとめ

事業原簿Ⅳ．１． 1.2～1.3 Ｐ６１～６２
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評価項目 単位 ケース1
高温COG改質

ケース2
精製COG改質

・メタノール／粗タール類 生産量 万トン 16.5／0 10.2／5.8

・年間収益 億円/年 24.5 6.5

・省エネ効果（原油換算） 万kL/年 －2.88 2.13

・実質CO2排出量 万t-CO2/年 29.3 37.3

評価項目 成果（高温COG改質と精製COG改質との比較）

・経済性 約18億円/年収益が高い。

・省エネ効果 原油換算で約5万kL／年の省エネ効果がある。

・CO2削減効果 約8万t/年のCO2削減効果がある。

中国における事業性の評価（経済性、省エネ、CO2削減効果）

４．実用化、事業化の見通し （１）成果の実用化可能性

○ 試算結果（100万ﾄﾝ/年のコークス工場）

○ まとめ

事業原簿Ⅳ．１． 1.3 Ｐ６２
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２．パイロット試験装置

・実証機計画。3～5門分（ｺｰｸｽ炉操業単位門）
・改質炉は設計製作が十分可能なことを確認。
・他の設備は汎用機器で十分可能なことを確認。

・パイロットの課題及び対策を確認。

・商用機 コークス100万t/年の事業性検討。
・経済性，市場性が高い事を確認（特に中国）。

・パイロット試験実施。約1/10規模（1門）。
・操業中のコークス炉から高温COGを安定改質、
・効率の良い改質反応を検証。
・設定性能目標を達成。

・タール付着物抑制法及び除去法を把握。
・改質反応基礎特性を把握。

１．小型炉基礎試験

４．商用機（事業性調査）

改質反応の
数値解析

反映

小型炉試験及びパイロット試験結果を踏まえ，実証機計画及び商用機事業性検討を

実施し，実用化（実証機試験），事業化の可能性が十分ある事を確認。

４．実用化、事業化の見通し （１）成果の実用化可能性

実用化、事業化へのステップ

３．実証機（計画策定）

事業原簿Ⅳ．１． 1.4 Ｐ６３
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国内

海外
（中国）

2010 2015 2020 2030～
パイロット試験（本PJ） 国内市場へ展開

▼MOU
（実証機検討）

中国マーケティング 2010 2011 2012

・実証機導入コークス企業調査

・マーケティング

①1次ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ（ｴﾝｼﾞ社経由）

②2次ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ（その他地域）

・詳細条件確認
・選定、諸手続き
・実用機の見積り、検討

規模、仕様、
時期、投資

投資方法
知財保護

見積り、
契約検討

過去の調査先の
状況、課題の整理

契約締結
設計ｽﾀｰﾄ

山西省（ﾒﾀﾉｰﾙ燃料）
太原、大同等

山東省ほか
ｺｰｸｽ協会経由

マーケティング

４．事業化の見通し (２）事業化までのシナリオ

事業化までのシナリオ

商用機

商用機
実証機

商用機計画調査・検討

②

①

事業原簿Ⅳ．２． Ｐ６４
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ﾌﾟﾗﾝﾄｴﾝｼﾞ会社

中国側

日本企業

補機類
設計・製作

制御ﾕﾆｯﾄ
基本設計図書

機器（改質炉等）

設計・製作
機器基本
設計図書

改質炉
運転・技術支援

技術供与

日本側

プラント
運転指導

中国投資家

資 金
出資

技術供与

制御ユニット
設計・製作

ライセンス料

ライセンス料

中国企業

機器費

メタノール製造
設備製作

技術供与

産業財産権
保護

機器納入

需要者

【検討条件】
・中国での商用化が早い。
・産業財産権の保護。
・日本企業の投資回収。

利益配当

コークス企業

メタノール企業

制御ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑは
ﾌﾞﾗｯｸﾎﾞｯｸｽ化

４．実用化、事業化の見通しについて （２）事業化までのシナリオ

ビジネスモデルの検討（商用段階での一例）

事業原簿Ⅲ． ２．2.4． Ｐ５５

メタノール製造
設備設計
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製品の展開 ： 製品の多様化に貢献
◆液体クリーン燃料 （メタノール、DME、LPG）
◆化学原料 （メタノール誘導品など）
◆水素利用分野 （水素燃料、燃料電池）

各国へ展開 ： 需要の拡大する燃料の安定化の貢献
◆中国
◆インド
◆ブラジル
◆ロシアなど

原料の展開 ： 原料の多様化に貢献
◆高温COG
◆重質油系ガス
◆非在来化石資源の活用（オイルサンド、オイルシェールなど）

無触媒プロセスのため重質油系及び

ダーティーな原料の改質に適する

メタノール燃料からスタートして関連

燃料及び基礎化学原料へ展開する

経済発展及びコークス生産の多い

国々での普及が期待される

４．事業化の見通し (３）波及効果

韓国 2%
世界の

コークス生産量
545百万t/年

（2008年他）

中国 59%

日本 8%

ロシア 6%

インド 3%

米国 3%

ブラジル1%

その他 18%

事業原簿Ⅳ．３． Ｐ６５
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参考資料
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Ⅰ ．事業の位置付け・必要性
１． NEDOの関与の必要性・制度への適合性

事業原簿 ｴﾈﾙｷﾞｰｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑｲ（添付資料１）
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＜抜粋＞

5634L 石炭ガス化多目的利用技術

5631D 次世代石炭粉砕技術

5632J 石炭液化技術（CTL）

5633Q 石炭水素化熱分解技術

5636D 石炭無灰化技術

5637D 低品位炭改質・利用技術

5638D 石炭乾留ガス有効利用技術

5639D 高効率石炭転換技術

石炭のクリーン利用技術

⑤「化石燃料の安定供給確保と有効
かつクリーンな利用」 環境適合技術 エネルギー安定供給技術

エネルギー技術戦略2009 技術マップ ⑤ 技術リスト

政策目標 中分類 エネルギー技術 個別技術

石炭利用技術

5635D 石炭灰の高度利用技術

事業原簿 エネルギー技術戦略マップ（添付資料３）

Ⅰ ．事業の位置付け・必要性
１． NEDOの関与の必要性・制度への適合性
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（抜粋）

事業原簿 エネルギー技術戦略マップ（添付資料３）

Ⅰ ．事業の位置付け・必要性
１． NEDOの関与の必要性・制度への適合性
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石炭乾留ガス改質・
有効利用技術
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【試算根拠】
・波及効果時期 ： 2018年以降

当面は、中国での実証試験後の2018年以降、中国サイトで普及すると想定。
2010～2012年 中国での実証試験準備
2013年 実証機建設
2014～2015年 実証試験（2年間）
2016～2017年 商用機建設
2018年～ 商用機運開 → 普及

・導入数 ： 3基/年
普及するプラント数は、中国市場調査によると（報告書P227～228）、精製COGを原料としたメタノール製造設
備が、2004年～2008年の5年間で、14基（2.8基/年）、225万ｔ-ﾒﾀﾉｰﾙ/年（約16万ｔ-ﾒﾀﾉｰﾙ/基）導
入されていることから、無触媒高温COG改質も実証検証を終えれば、現在の精製COG改質システムで導入さ
れているプラントが高温COG改質システムに取って代わりものとし、 2018年以降は少なくとも、
毎年、3基/年のペースで普及していくものと想定。

・省エネ効果 ： 5万ＫＬ/年・基×3基 ≒ 15万ＫＬ/年（原油換算）
＊事業原簿P52の表Ⅲ-24より、

高温COG改質のエネルギｰ使用量（原油換算値） ＝-2.8万KL/年
精製COG改質のエネルギｰ使用量（原油換算値） ＝ 2.2万KL/年 →差は、5万KL/年・基

・CO2削減効果 ： 8万ﾄﾝ-CO2/年・基×3基≒ 24万ﾄﾝ-CO2/年
＊事業原簿P53の表Ⅲ-25より、

高温COG改質の実質CO2排出量 ＝28.5万ﾄﾝ-CO2/年
精製COG改質の実質CO2排出量 ＝36.4万ﾄﾝ-CO2 /年 →差は、8万ﾄﾝ-CO2 /年・基

波及効果（ｽﾗｲﾄﾞ5枚目）の試算根拠

事業原簿 Ⅰ．１．２
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